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戦略的基盤技術高度化支援事業（平成 21年度補正予算事業） 

事業概要 

 

1．目的 

我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、中小企業のものづく

り基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、めっき等）の高度化に資する革新的かつハイリス

クな研究開発等を促進することを目的としています。 

 

2．事業内容 

（1）事業対象 

 

  「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（以下「法」という。）」第 3

条に基づき定められた特定ものづくり基盤技術高度化指針に沿って策定され、法第 4 条

第 1 項に基づき認定を受けた特定研究開発等計画を基本とした研究開発を対象としてい

ます。 

また、平成 21年度補正予算事業は、今般の経済情勢を踏まえた緊急的な支援措置であ

るため、従来の本事業とは異なり、法認定計画の一部（概ね 1年以内に実施する部分を

抜粋）を基本とした研究開発を対象とすることも可能です。 

ただし、同一の法認定計画に基づき、補正予算事業に対し、複数の異なる応募を行う

ことはできません。 

 

（2）応募資格 

 

  本事業の対象は、事業管理者、研究実施者、総括研究代表者（プロジェクトリーダー）、

副総括研究代表者（サブリーダー）によって構成される共同体を基本とし、法の認定を

受けた中小企業者を含む必要があります。 

 

（3）応募申請者 

 

  本事業への申請者は、事業管理者です。 

事業管理者は、研究開発計画の運用管理、共同体構成員相互の調整を行うとともに、

財産管理（知的所有権を含む）等の事業管理及び研究開発成果の普及等を主体的に行う

ことが可能な法人又は個人事業者です。 

 

 

 

 

 

 



 

参考１ 

（4）研究開発規模等 

 

【一般枠】 

研究開発期間  単年度 

研究開発規模 

（上限額） 

平成 21 年度（原則、平成 22 年 3 月 31 日まで）に行う研究開発に要

する費用の合計額が、5千万円以下 

提案要件 なし 

受付窓口 各経済産業局等 

  

 【川下分野横断枠】 

研究開発期間  単年度 

研究開発規模 

（上限額） 

平成 21 年度（原則、平成 22 年 3 月 31 日まで）に行う研究開発に要

する費用の合計額が、1億円以下 

提案要件 「特定ものづくり基盤技術高度化指針」に示されている複数の産業 

分野における高度化目標を設定できること、又は、複数の産業分野 

の川下製造業者等が研究開発に参画していること。 

受付窓口 各経済産業局等 

 

（5）公募期間 

 

  平成 21 年 6 月 1 日（月）～平成 21年 6月 30 日（火） 
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戦略的基盤技術高度化支援事業の仕組み 

☆研究開発の計画、実施及び成果管理を総括する。 

 

【総括研究代表者】   【副総括研究代表者】 

（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ）     （ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ） 
 （ア）（イ）（ウ）に該当     （ア）に該当 

 

（ア）研究開発上の高い見識と、管理能力を有し、研究開発計画の企画、

立案、実施、成果管理において総括を行う能力を有すること。 

（イ）研究開発のために必要かつ充分な時間を確保できること。 

（ウ）実用化技術開発に高い知見を有すること。 

◆中小企業要件 
中小企業が受け取る委託

費の合計が、機器設備費

を除く委託額の 2/3 以上

であること。 

 

【研究実施者】 

中小企業 

【研究実施者】 

研究機関 

（大学、公設試等） 

【研究実施者】 

基盤技術を有する 

中小企業 

（法認定事業者） 

 

【研究実施者】 

中小企業 

 

【研究実施者】 

大企業 

⑤再委託 

【アドバイザー】 

 
開発目標の明確化、マー

ケットとの適合性向上等

に向けたアドバイザーと

しての役割 

【事業管理者】 

 
●研究開発等計画の運営管理  ●構成員相互の調整 

●財産管理（知的所有権を含む。） 

●研究開発成果の普及等 

 

☆委託契約における受託者として、一切の契約責任を負う。 


